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3) 設備投資費用 
 設備投資費用は、減断水による水の不足に対して普段より節水をすることに必要とな

る設備、物品を一時的に購入し、被害を軽減するために要する費用とする。 
 

4) 域内総生産減少額 
 域内総生産減少額は、都市活動、営業活動、生産活動等が減・断水による水の不足に

より阻害され、域内の付加価値である総生産が減産となる金額とする。 
 
表Ⅴ-3-2-1 に示すように、生活用の便益は「物品・サービス購入費用」、「労働投入費用」

及び「生活用設備投資費用」の 3 つの項目とし、都市活動用の便益は「域内総生産減少額」

とする。 
 

表Ⅴ-3-2-1 用途と便益項目の対応 
用途 便益計上項目 具体例 

 物品・サービス購入費用 ボトルドウォータ、ドライクリーニング等 
生活用 労働投入費用 節水行動に伴う家事労働時間の増分人件費 
 設備投資費用 ポリ容器、ポリバケツ等 
業務営業用 域内総生産減少額 生産活動の減少額、サービス業の売上減少額等 
工場用   
 
 
 

 


